
障害保健福祉施策の基本的な方向性

厚生労働省　社会・援護局

障害保健福祉部
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障害者保健福祉施策の基本方向

障害の種別を問わず「地域生活支援」がキーワー
ド

このため、

身体障害者、知的障害者、障害児について、平
成１５年４月より「支援費制度」施行

精神障害者についても「入院医療中心」から「地
域生活中心」の政策へ
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支援費制度の施行状況（１）

在宅サービスについては、当初の予想を上回るサービ
スの伸び

例えばホームヘルプサービスについては、１５年度にお
いて、事業費ベースで３割増に耐えられる予算措置

実績見込みでは倍の６割増。特に新たに利用をはじめ
た知的障害者や障害児が多かったほか、年度に入って
も利用が大きく伸びている状況。

グループホームも同様に当初の予想のほぼ倍の伸び。
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支援費制度の施行状況（２）

ホームヘルプサービス実施市町村数

　　　　　　　　　　平成１４年３月　→　平成１５年４月

　　身体障害者　２，２８３（７２％）→２，３２８（７３％）

　　知的障害者　　　９８６（３０％）→１，４９８（４７％）

　　　（注）カッコ内は全市町村に占める割合

全身性障害者のホームヘルプサービス（日常生活支援）
の一人当たり利用時間数

　　　平成１３年度　→　平成１５年４月

　　　　　　８３時間　→　１３５時間
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支援費制度の施行状況（３）

平成１５年４月から１１月までのホームヘルプ事業費の伸び（４月＝１）
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サービスの地域差（１）

ホームヘルプサービスの提供状況

　（市町村からの報告ベース。都道府県間比較。）

サービス利用者のすそ野の広がり（普遍化の度合い）に
差がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域差

　○支援費支給決定者数　　 　　　　：　７．８倍

　○支援費利用者数　　　　　　 　　　：　６．２倍

　○身体障害者ホームヘルプ　　　　：　５．５倍

　○知的障害者ホームヘルプ　　　　：２３．７倍

　○障害児ホームヘルプ　　　　　　　：４４．４倍

　○精神障害者ホームヘルプ　　　　：１１．６倍
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（人口１万対支給決定者数）
人口１万人当たりの支援費ホームヘルプサービスの支給決定者数と介護保険の要介護認定者数の割合
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（身体障害者ホームヘルプの状況）

人口１０万人当たりの身体障害者ホームヘルプサービス利用者数（平成１５年４月）
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（知的障害者ホームヘルプの状況）

人口１０万人当たりの知的障害者ホームヘルプサービス利用者数（平成１５年４月）
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（障害児ホームヘルプの状況）

人口１０万人当たりの障害児ホームヘルプサービス利用者数
（平成１５年４月）
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（精神障害者ホームヘルプの状況）

人口１0万人当たりの精神障害者ホームヘルプサービス利用者数（１５年９月）
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サービスの地域差（２）

支援費ホームヘルプサービスについては、一人
当たりの利用時間に差があるほか、サービスの
内容ごとに違いがある。

　○一人当たり平均利用時間：４．７倍

　○（除く日常生活支援）　　　：２．８倍



13

（平均利用時間数）

支援費ホームヘルプサービス一人当たり平均利用時間数
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（除く日常生活支援）

支援費ホームヘルプサービス一人当たり利用時間数（除く日常生活支援）
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（身体障害者ホームヘルプの状況）

身体障害者ホームヘルプサービス平均利用時間の内訳
（平成１５年４月）
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（知的障害者ホームヘルプの状況）

知的障害者ホームヘルプサービス平均利用時間の内訳
（平成１５年４月）
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（障害児ホームヘルプの状況）

障害児ホームヘルプサービス平均利用時間の内訳
（平成１５年４月）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

身体介護＋家事援助 移動介護



18

（精神障害者ホームヘルプの状況）

精神ホームヘルプサービス一人当たり平均利用時間数（平成１５年９月）
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サービスの地域差（３）
支援費ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽの利用者数と１人当たり利用時間数の関係
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精神ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽの利用者数と１人当たり利用時間数の関係
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サービスの地域差（4）

人口１０万人当たりのグループホーム利用者数の地域差
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介護保険前後の高齢者ホームヘルプの状況

６５歳以上高齢者１００人当たりホームヘルプサービス年間利用回数
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22

課題その１

障害者サービスについては地域差が大きい。

全国的に見れば今後もサービスの利用者が増
えていくことが見込まれる。（特に知的障害者、
障害児、精神障害者）

今後、新たにサービスを利用する障害者（New 
Ｃｏｍｅｒ)のニーズにどう応えるか。
サービスの利用の急速な伸びに対応できる仕組
みをどう考えるか。



23

障害者の数（在宅・施設）

障害者総数　６５５．９万人（人口の約５％）　　　　　うち在宅　　　５８９．５万人（９０％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち施設入所　　６６．４万人（１０％）

               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３５１．６万人                    ４５．９万人              ２５８．４万人 

 

 

 

 

 

在宅知的障害者（児）

３２．９万人 

（７１．７％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

２２３．９万人（８７％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

３３２．７万人（９４．６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所身体障害者（児） １８．９万人（５．４％） 

 

 

施設入所知的障害者

１３．０万人 

（２８．３％） 

 

 

入院精神障害者 

３４．５万人（１３％） 

身体障害者（児）数は平成１３年の調査等、知的障害者（児）数は平成１２年の調査等、精神障害者数は平成１４年の調査等による推計。 
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障害者の数（年齢別）

               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３５１．６万人                    ４５．９万人              ２５８．４万人 

 

 

 

６５歳未満の者（４１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（７１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（９７％）

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（５９％） 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３％）

 

 

６５歳以上の者（２９％） 

身体障害者（児）数は平成１３年の調査等、知的障害者（児）数は平成１２年の調査等、精神障害者数は平成１４年の調査等による推計。 

障害者総数　６５５．９万人（人口の約５％）　　　　　　うち６５歳未満　　　５８％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち６５歳以上　　　４２％
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構造改革特区における提案

名称 提案自治体

指定通所介護事業所等における知的障害者及び障害児の受入事業 熊本県

障害児施設における調理業務の外部委託事業
熊本県
岡山県

人員及び設備基準を緩和した単独型児童短期入所事業 岐阜市

知的障害者通所更生施設における身体障害者の受入事業 台東区

知的障害者及び障害児の短期入所事業実施施設の規制緩和 高浜市

実施体制を整えた身体障害者通所授産施設における身体障害者短期入所事業実施事業
足立区
東京都

人員及び設備要件を緩和した単独型知的障害者短期入所事業所設置事業 長野県

日額単位を適用した施設訓練等支援実施事業 滋賀県

日額単位を適用した知的障害者地域生活援助事業実施事業 滋賀県
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課題その２

実態として、障害者と高齢者の重複多い

各地域で、身近なところでサービス提供を行うた
めの効果的かつ効率的な創意工夫の動き

市町村中心・地域中心に考えた場合、障害種別
や年齢で分けて考えることは合理的か。

地域の実情に応じて、より身近なところで利用で
きる体制を整備する必要があるのではないか。
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養護学校等の卒業者の進路

盲学校・聾学校・養護学校高等部の卒業者の進路

医療機関
1.9%

教育訓練機関等
3.7%

大学等
4.8%

死亡・不詳
0.1%

その他
15.7%

社会福祉施設
54.6%

就職
19.4%

大学等

教育訓練機関等

就職

社会福祉施設

医療機関

その他

死亡・不詳

学校基本調査（平成１５年３月）
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一般就労への本人と家族の希望等
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福祉的就労から一般雇用に移行した者の数

施設名 現員数（Ａ）
就職を理由とする
退所者数（Ｂ）

割　合（Ａ／Ｂ）

身体障害者授産施設（入所） 9,946 21 0.2%

身体障害者授産施設（通所） 7,983 68 0.9%

身体障害者福祉工場 1,366 4 0.3%

身体障害者更生施設（入所） 6,000 356 5.9%

知的障害者授産施設（入所） 12,318 283 2.3%

知的障害者授産施設（通所） 35,213 417 1.2%

知的障害者福祉工場 1,124 15 1.3%

知的障害者更生施設（入所） 82,935 388 0.5%

精神障害者授産施設（入所） 465 10 2.2%

精神障害者授産施設（通所） 3,992 188 4.7%

精神障害者福祉工場 211 3 1.4%

合　　　計 161,553 1,753 1.1%

【データ出典】　社会福祉施設等調査（平成１２年）

現員者のうち就職を理由に退所する割合
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課題その３

とりわけ青年期や壮年期には就労の持つ意味は
大きいが、福祉的就労から一般就労への移行は
進んでいない

地域生活支援を進める観点からも一般就労への
移行を進める必要があるのではないか。
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支援費関係予算の構造（１６年度）

 

 

施設訓練等支援費【入所】

2,253億円（65％） 
 
 
 
利用者 
143,000人（45％）

施設訓練等支援費

【通所】 
618億円（18％） 

 
 
利用者 

58,000人（18％） 

居宅生活支援費 
 602億円（17％） 
 
 
 
利用者 
117,000人（37％）

支援費総額 3,473億円（100％） 
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福祉経費と医療経費
平成１６年度障害保健福祉部予算 合計 693,246百万円 

 
 
 
 

手   当 
（120,301百万円,17.4%） 

支援費（身体・知的） 
(347,306百万円,50.1%)

※ 「措置費」には、児童関係施設、点字図書館、福祉工場等が含まれる。 
※ 「その他」には、補装具、重症児通園事業、更生・育成医療、民間補助金等が含まれる。 

福 祉・その他 
100％ 

120,301百万円 
 
 

医  療 
0.1％ 437百万円 

福 祉・その他 
99.9％ 

346,870百万円 
 
 

措  置  費 
(82,403百万円,11.9%) 

精神(医療・社会復帰等)
(77,826百万円,11.2%) 

そ の 他 
(65,410百万円,9.4%) 

医  療 
48.1％ 

39,661百万円 
 

福 祉・その他 
51.9％ 

42,742百万円 

医  療 
68.4％ 

53,266百万円 
 

 

福 祉・その他 
31.6％ 

24,560百万円 

医  療 
17.0％ 11,089百万円 

福 祉・その他 
83.0％ 

54,319百万円 

※ 「福祉・その他」には、手当、施設・在宅サービス、相談事業、補装具等を含む。 
※ 精神には上記の他、医療費として約２兆円が使用されている。 

※ 本表には、公共事業分（H16度予算 918百万円）を含まない。 
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自治体からの要望・提案

国庫補助を含めた安定的な財源の確保

ケアマネジメントの制度化

支給決定基準の策定

三障害共通の仕組み

その他弾力化など地域の実情に合わせたサー
ビス提供

など多数
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自治体からの補助金廃止の提案

全国市長会「税源移譲と国庫補助負担金の廃止・縮減
に関する緊急提言」（平成１５年１０月）

　・廃止して税源移譲すべき主な補助金等として、支援費
に係る補助金及び負担金が掲げられている。

全国知事会「三位一体改革に関する提言」（平成１５年
１１月）

　・１６年度において廃止して税源移譲すべき主な国庫補
助負担金として障害者福祉に係る補助金及び負担金が
掲げられている。
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市町村の障害者計画策定状況

 

                                                              （市区町村数）  

  

市区 

 

 

町村 

 

合計 

 

計画策定済み 

 

 

６７７ 

（９８．７％） 

２，２７０

（８９．５％）

 

２，９４７ 

（９１．４％） 

  

うち数値目標あり 

 

 

３８６ 

（５７．０％） 

６９６

（３０．７％）

 

１，０８２ 

（３６．７％） 

  

うち精神障害者施策の記述あり 

 

 

６５１ 

（９６．２％） 

１，９８６

（８７．５％）

 

２，６３７ 

（８９．５％） 

（平成１５年３月末現在） 

 

 出展：「障害者施策に関する計画の策定等の状況について」（内閣府） 

 

 （注）かっこ内は対象市町村に対する割合 
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課題その４

予算のシェアは施設や医療に比重

社会資源の公平な配分、効果的・効率的なサービス提
供、裁量の拡大などに関する自治体からの要望

ニーズの数量的把握は十分ではない

現実に入所者や入院者がいる中で、どう社会資源の配
分を地域生活支援中心に変えていくか。

公平な社会資源の配分や、必要なサービスを効果的・
効率的に提供する仕組みはどのようなものか。

ニーズを把握しながら計画的にサービスを整備する仕
組みが必要ではないか。
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課題その５

国民誰もが他人の介護や支援を受ける必要が
ある状態になる可能性があるが、それは高齢化
に伴うものだけではない。

障害者については、とりわけ若年で障害を有す
るに至ると、介護や支援を必要とする期間が長
期間に渡る。

介護や支援を社会全体で支える必要が高いの
ではないか。
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まとめ（今後の方向性）

地域生活支援、自己決定の尊重、利用者本位等の理
念を発展させるため、自立支援・介護のための人的サー
ビス、就労支援、住まい対策、発達支援などについて総
合的に取り組む必要がある。

今後新たにサービスを利用する障害者を含め、地域で
把握されたニーズに基づき、今後のサービスの伸びに
耐えうる仕組みづくり

障害者が地域の実情に応じて身近なところで支援を受
けられる体制づくり

市町村を中心として、障害種別や年齢を超えた自立支
援の体制づくり

地域住民の納得の得られる公平な社会資源の配分
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今後の障害者の自立支援のための施策の柱について（イメージ図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
０歳                      （ライフステージ）                             高齢者         加齢 

 
 

住まい 
 

 
生活支援・介護 

 
 

発達支援 
（子育て支援、専門的療育等） 

 

 
一般就労・就労支援 
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措置制度・支援費制度等・介護保険制度

 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 

 
 
◎障害者を国民が支援す

る制度 

 

◎税財源 

 

◎障害種別により異なる

制度 

 

◎高齢者の介護ニーズを

国民が支え合う普遍的

な保険制度。 
 

◎社会保険（保険料＋税） 

 

 

 

◎利用者自らがサービス

の種類やサービス提供

者を選択し、契約により

サービスを利用。 

 

 
 
◎障害者を国民が支援す

る制度 

 
◎税財源 
 
◎ 障害種別により異なる

制度 
 
◎行政が、障害者福祉サ

ービスの利用者を特定

し、サービス内容を決

定。（行政処分） 

 

措置制度 支援費制度等

現行制度 

介護保険制度 

 

◎障害者自らがサービス

提供者を選択し、契約

によりサービスを利

用。（サービスの種類及

び総量は行政が決定。）

 

（参考）


